
１．継続事業の前提に関する注記

　　該当なし

２．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　該当なし

(２) 固定資産の減価償却の方法
　・定額法による
　・残存価格は０円（備忘価格１円）
　・平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産
　　残存価格は１０％（使用し続けている資産は、備忘価格（１円）まで償却）
　・ソフトウエア等の無形固定資産の残存価格は０円

（３）引当金の計上基準

　　該当なし

３．重要な会計方針の変更

　　該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

　　㈱かんぽ生命保険及び就業規則第５３条の規定に基づき支給。

５．法人が作成する計算書類等と拠点区分、ｻｰﾋﾞｽ区分
　当法人の作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
　（１）計算書類等
　・法人全体の計算書類（第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）
　・事業区分別内訳表（第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）
　・社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
　・公益事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
　・財産目録

（２）拠点区分
　社会福祉事業　
　・本部拠点区分
　・みどりデイサービスセンター拠点区分
　・グループホームみどり拠点区分
　・元気町デイサービスセンター拠点区分
　・玉松ホーム拠点区分
　・かもめデイサービスセンター拠点区分
　・みどりヘルパーステーション拠点区分

　公益事業
　・みどりホーム拠点区分

計算書類に対する注記（法人全体用）　



６．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 163,204,000 4,570,270 0 167,774,270
建物 495,498,842 67,223,640 17,587,200 545,135,282

合　　　　　計 658,702,842 71,793,910 17,587,200 712,909,552

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し

3,622,458円
4,403,142円

８．担保に供している資産

　　該当なし

９．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
土地 22,928,850 0 22,928,850
建物 33,332,005 21,310,249 12,021,756
構築物 7,941,280 7,033,286 907,994
車輌 43,130,195 40,353,230 2,776,965
器具・備品 50,704,599 40,119,548 10,585,051
機械・装置 500,000 499,999 1
無形固定資産 4,775,855 3,915,655 860,200
権利 3,031,680 79,811 2,951,869

166,344,464 113,311,778 53,032,686

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

債権額
徴収不能引当金
の当期末残高

　債権の当期末
残高

57,439,873 0 57,439,873
57,439,873 0 57,439,873

１１．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

　　該当なし

事業未収金
合　　　　　計

合　　　　　計

建物　　　　　取り崩し　　　
器具・備品　取り崩し       



１２．関連当事者との取引の内容

　　関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

　　該当なし

１３．重要な偶発債務

　　該当なし

１４．重要な後発事象

　　該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　　該当なし





１．重要な会計方針
　　(1) 固定資産の減価償却の方法
　　・定額法による
　　・残存価格は０円（備忘価格１円）
　　・平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産
　　　残存価格は１０％（使用し続けている資産は、備忘価格（１円）まで償却）
　　・ソフトウエア等の無形固定資産の残存価格は０円

２．重要な会計方針の変更

　　該当なし

３．採用する退職給付制度

　　㈱かんぽ生命保険及び就業規則第５３条の規定に基づき支給。

４．拠点が作成する計算書類とｻｰﾋﾞｽ区分
　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
　　（１）本部拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 163,204,000 4,570,270 0 167,774,270
建物 495,498,842 67,223,640 17,587,200 545,135,282

合　　　　　計 658,702,842 71,793,910 17,587,200 712,909,552

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し

　　建物　取り崩し　3,622,458円

７．担保に供している資産

　　該当なし

８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高

167,774,270 0 167,774,270
773,073,239 227,937,957 545,135,282
22,928,850 0 22,928,850

構築物 2,310,000 2,043,999 266,001
権利 1,131,230 0 1,131,230

967,217,589 229,981,956 737,235,633

土地（基本財産）
建物（基本財産）
土地

合　　　　　計

計算書類に対する注記　（法人本部拠点区分）



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

　　該当なし

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は以下のとおりである。

　　　該当なし

１１．重要な後発事象

　　　該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　　　該当なし





　　満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は以下のとおりである。



１．重要な会計方針
  (1) 固定資産の減価償却の方法
  ・定額法による
  ・残存価格は０円（備忘価格１円）
  ・平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産
　　残存価格は１０％（使用し続けている資産は、備忘価格（１円）まで償却）
  ・ソフトウエア等の無形固定資産の残存価格は０円

２．重要な会計方針の変更

   該当なし

３．採用する退職給付制度

   ㈱かんぽ生命保険及び就業規則第５３条の規定に基づき支給。

４．拠点が作成する計算書類とｻｰﾋﾞｽ区分
   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
   （１）みどりﾃﾞｲ拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額

   基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

  該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し

   器具・備品等取り崩し　510，509円

７．担保に供している資産

   該当なし

８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

   固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高

15,825,402 13,048,447 2,776,955
16,687,606 15,135,020 1,552,586

その他の固定資産（ソフトウエア） 1,172,310 807,660 364,650
33,685,318 28,991,127 4,694,191

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

計算書類に対する注記　（みどりﾃﾞｲ拠点区分）

車輌
器具・備品

合　　　　　計



   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額
　徴収不能引当
金の当期末残高

　債権の当期末
残高

11,235,412 0 11,235,412
11,235,412 0 11,235,412

10.満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

    満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

　　該当なし

１１．重要な後発事象

　　　該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　　　該当なし

合　　　　　計
事業未収金





    満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、以下のとおりである。



１．重要な会計方針
  (1) 固定資産の減価償却の方法
  ・定額法による
  ・残存価格は０円（備忘価格１円）
  ・平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産
　　残存価格は１０％（使用し続けている資産は、備忘価格（１円）まで償却）
  ・ソフトウエア等の無形固定資産の残存価格は０円

２．重要な会計方針の変更

   該当なし

３．採用する退職給付制度

   ㈱かんぽ生命保険及び就業規則第５３条の規定に基づき支給。

４．拠点が作成する計算書類とｻｰﾋﾞｽ区分
   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
  （１）グループホームみどり拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額

   基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

   該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し

備品・消耗品取り崩し 688，605円

７．担保に供している資産

    該当なし

８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

   固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
6,982,500 6,982,499 1

372,330 372,328 2
6,919,441 2,184,102 4,735,339

その他の固定資産（ソフトウエア） 291,500 29,150 262,350
94,500 0 94,500

計算書類に対する注記　（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑみどり拠点区分）

建物付属設備
構築物
器具・備品

権利



14,660,271 9,568,079 5,092,192

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額
　　徴収不能引当
金の当期末残高

債権の当期末残高

12,125,567 0 12,125,567

12,125,567 0 12,125,567

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

     満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

     該当なし

１１．重要な後発事象

      該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
     純資産の状態を明らかにするために必要な事項

     該当なし

合　　　　　計

合　　　　　計

事業未収金



１．重要な会計方針
  (1) 固定資産の減価償却の方法
  ・定額法による
  ・残存価格は０円（備忘価格１円）
  ・平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産
　　残存価格は１０％（使用し続けている資産は、備忘価格（１円）まで償却）
  ・ソフトウエア等の無形固定資産の残存価格は０円

２．重要な会計方針の変更

   該当なし

３．採用する退職給付制度

   ㈱かんぽ生命保険及び就業規則第５３条の規定に基づき支給。

４．拠点が作成する計算書類とｻｰﾋﾞｽ区分
   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
   （１）元気町ﾃﾞｲ拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額

    基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

   該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し

消耗品取り崩し 375，000円

７．担保に供している資産

   該当なし

８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

   固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
13,370,086 13,370,082 4
13,120,899 12,824,033 296,866
1,768,200 1,768,200 0

権利 301,640 0 301,640
28,560,825 27,962,315 598,510

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

計算書類に対する注記　（元気町ﾃﾞｲ拠点区分）

車輌
器具・備品
その他の固定資産（ソフトウエア）

合　　　　　計



   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額
徴収不能引当金
の当期末残高

　債権の当期末
残高

7,231,283 0 7,231,283

7,231,283 0 7,231,283

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

  満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

    該当なし

１１．重要な後発事象

     該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
     純資産の状態を明らかにするために必要な事項

     該当なし

合　　　　　計

事業未収金



１．重要な会計方針
  (1) 固定資産の減価償却の方法
  ・定額法による
  ・残存価格は０円（備忘価格１円）
  ・平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産
　　残存価格は１０％（使用し続けている資産は、備忘価格（１円）まで償却）
  ・ソフトウエア等の無形固定資産の残存価格は０円

２．重要な会計方針の変更

   該当なし

３．採用する退職給付制度

   ㈱かんぽ生命保険及び就業規則第５３条の規定に基づき支給。

４．拠点が作成する計算書類とｻｰﾋﾞｽ区分
   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
   （１）玉松ホーム拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額

   基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

   該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し

消耗品取り崩し 648，000円

７．担保に供している資産

   該当なし

８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

   固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
11,291,805 7,838,115 3,453,690
2,183,500 2,183,498 2
1,710,000 1,709,999 1

器具・備品 5,146,503 3,096,301 2,050,202
その他の固定資産（ソフトウエア） 264,000 30,800 233,200

20,595,808 14,858,713 5,737,095

計算書類に対する注記　（玉松ホーム拠点区分）

建物
構築物
車輌

合　　　　　計



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額
　徴収不能引当
金の当期末残高

債権の当期末残高

9,123,563 0 9,123,563
9,123,563 0 9,123,563

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

     満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

     該当なし

１１．重要な後発事象

     該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
     純資産の状態を明らかにするために必要な事項

    該当なし

合　　　　　計
事業未収金



１．重要な会計方針
   (1) 固定資産の減価償却の方法
   ・定額法による
   ・残存価格は０円（備忘価格１円）
   ・平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産
　　 残存価格は１０％（使用し続けている資産は、備忘価格（１円）まで償却）
   ・ソフトウエア等の無形固定資産の残存価格は０円

２．重要な会計方針の変更

   該当なし

３．採用する退職給付制度

   ㈱かんぽ生命保険及び就業規則第５３条の規定に基づき支給。

４．拠点が作成する計算書類とｻｰﾋﾞｽ区分
当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
（１）かもめﾃﾞｲ拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額

   基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

   該当なし

６．基本又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し

備品・消耗品取り崩し 623，514円

７．担保に供している資産

   該当なし

８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

   固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
833,700 364,743 468,957

11,804,707 11,804,703 4
6,807,265 5,294,841 1,512,424

その他の固定資産（ソフトウエア） 807,345 807,345 0
権利 1,381,750 0 1,381,750

21,634,767 18,271,632 3,363,135

計算書類に対する注記　（かもめﾃﾞｲ拠点区分）

構築物
車輌
器具・備品

合　　　　　計



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額
　徴収不能引当
金の当期末残高

　債権の当期末
残高

10,025,230 0 10,025,230

10,025,230 0 10,025,230

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

   満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

   該当なし

１１．重要な後発事象

   該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
     純資産の状態を明らかにするために必要な事項

    該当なし

合　　　　　計

事業未収金



１．重要な会計方針
  (1) 固定資産の減価償却の方法
  ・定額法による
  ・残存価格は０円（備忘価格１円）
  ・平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産
　　残存価格は１０％（使用し続けている資産は、備忘価格（１円）まで償却）
  ・ソフトウエア等の無形固定資産の残存価格は０円

２．重要な会計方針の変更

   該当なし

３．採用する退職給付制度

   ㈱かんぽ生命保険及び就業規則第５３条の規定に基づき支給。

４．拠点が作成する計算書類とｻｰﾋﾞｽ区分
   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
  （１）みどりﾍﾙﾊﾟｰｽﾃｰｼｮﾝ拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額

   基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

   該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し

備品・消耗品取り崩し 534，000円

７．担保に供している資産

   該当なし

８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

   固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
15,057,700 6,489,635 8,568,065

182,765 30,460 152,305
500,000 499,999 1

その他の固定資産（ソフトウエア） 472,500 472,500 0
16,212,965 7,492,594 8,720,371

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

計算書類に対する注記　（みどりﾍﾙﾊﾟｰｽﾃｰｼｮﾝ拠点区分）

建物
器具・備品
機械・装置

合　　　　　計



   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額
　徴収不能引当
金の当期末残高

　債権の当期末残
高

7,698,818 0 7,698,818
7,698,818 0 7,698,818

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

   満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

   該当なし

１１．重要な後発事象

    該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
     純資産の状態を明らかにするために必要な事項

    該当なし

合　　　　　計
事業未収金



１．重要な会計方針
  (1) 固定資産の減価償却の方法
  ・定額法による
  ・残存価格は０円（備忘価格１円）
  ・平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産
　　残存価格は１０％（使用し続けている資産は、備忘価格（１円）まで償却）
  ・ソフトウエア等の無形固定資産の残存価格は０円

２．重要な会計方針の変更

   該当なし

３．採用する退職給付制度

   ㈱かんぽ生命保険及び就業規則第５３条の規定に基づき支給。

４．拠点が作成する計算書類とｻｰﾋﾞｽ区分
   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
  （１）みどりホーム拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額

   基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

   該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し

備品・消耗品取り崩し 1,023,514円

７．担保に供している資産

   該当なし

８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

   固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
2,241,750 2,068,718 173,032

420,000 419,999 1
1,840,120 1,554,791 285,329

権利 122,560 79,811 42,749
4,624,430 4,123,319 501,111

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

計算書類に対する注記　（みどりホーム拠点区分）

構築物
車輌
器具・備品

合　　　　　計



   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

   該当なし

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

   満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は以下のとおりである。

    該当なし

１１．重要な後発事象

    該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
     純資産の状態を明らかにするために必要な事項

    該当なし


